
基本目標１　相談支援・支えの基盤づくり（主な施策）
A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

3

市職員へ
の啓発の
推進

障がいや障がいのある人への理解を深めるため、市職員
の研修の充実に努めています。また、「北本市における
障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」
を策定しています。

総務課 北本市における障害を理由とする差別の解消の推進に関
する対応要領を職員に周知徹底をしている。また、対応
要領に基づき、障がい福祉担当課へ講師を依頼し、新人
職員研修や手話研修を実施した。 Ａ

今後は、外部講師による研修も実施し、新人職員のみな
らず全庁的にも障がい者差別解消法について学び、障が
いのある人への理解を深めるような研修機会を増やす。

○

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

自立支援
協議会の
運営

地域福祉システムを協議する場として、鴻巣市と共同で
自立支援協議会を設置し、各種事業等を実施していま
す。

障がい福
祉課

鴻巣市と共同で自立支援協議会を設置している。
相談支援部会、地域支援部会、こども部会、就労支援部
会、精神障がい者支援部会により、地域課題解決に向
け、協議・研修等を行っている。

Ｂ

市内事業者に積極的に参画していただくよう働きかけて
いく。

○

2
相談支援
事業

障がいのある人が自立した日常生活または社会生活を営
むことができるように相談事業を実施しています。

障がい福
祉課

社会福祉法人「一粒」「夢の実」「あすなろ」に事業を
委託することにより、実施している。
延べ相談件数　令和2年度 3,364件

Ｂ
より身近な支援体制を確保するため市内事業者を育成し
ていく。 ○

3

民生委
員・児童
委員活動
への支援

民生委員・児童委員は地域の実情を把握し、障がい児・
者や要援護者の生活上の相談に応じ、自立の援助に努め
ています。社会福祉増進のために民生委員・児童委員の
活動について積極的に支援しています。

福祉課 民生委員・児童委員に対しての情報提供、活動環境の整
備等に注力した。
民生委員・児童委員が作成している福祉支援票を通し連
携を図った。
コロナ禍での活動を支援するため、民生委員・児童委員
に対し、マスク・除菌ジェル等を支給した。

Ｂ

民生委員・児童委員と連携を図り、地域課題の共有や地
域福祉の増進を継続する。
民生委員・児童委員活動の一助となるよう積極的に支援
を行う。

○

4

成年後見
制度への
支援

制度の適用が必要な障がい者・高齢者に対して、成年後
見制度の周知を行うとともに、二親等内に親族などがい
ない対象者に対し、市長申立てによる成年後見を実施し
ています。

障がい福
祉課

実施要綱を制定し、市長申し立てによる成年後見等につ
いて、費用の助成等の支援を実施している。
令和2年度　利用者　0人 Ｂ

職員の資質の向上等体制の整備を図り、支援体制を継続
していく。
また、制度の周知を図っていく。 ○

5

意思疎通
支援事業

聴覚障がい者等のコミュニケーションを保障し、自立と
社会参加を促進するために、手話通訳者、要約筆記者を
派遣するとともに、手話通訳者養成講習会等を実施して
います。

障がい福
祉課

手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業、手話通訳
者、奉仕員養成講座を実施することにより、円滑なコ
ミュニケーションの確保を図っている。 Ｂ

事業を継続することで、円滑なコミュニケーションの確
保を図っていく。

○

C:計画より遅れている 、D:当初計画から変更、E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：1件

B:概ね計画どおり：１１件

C:計画より遅れている、D:当初計画から変更、E:事業終了：０件

 

●今後の方向性について

・相談支援事業において、令和元年度より２事業所から３事業所（相談支援事業所あすなろの追加）とし、相談支援体制を拡充しました。

主要施策の進捗状況について

◎：拡充     ○：継続　　△：縮小     ×：廃止

今後の方向性について

A:計画を上回って実施  B:概ね計画どおり

C:計画より遅れている  D:当初計画から変更

E:事業終了

進捗評価について

該当事業なし

　質の向上や連携強化など相談支援体制の充実を図っていく必要があります。

・成年後見制度への支援については、アンケート調査からも認知度が低いことから、周知・啓発への取組を行っていく必要があります。

・障がいを理由とする差別解消については、市職員のみならず、市民や事業者への普及・啓発活動の取組を行って行く必要があります。

・障がいの特性に応じたコミュニケーションの確保を図るため、引き続き情報アクセシビリティの向上や障がい特性に配慮した情報提供方法の

充実を図る必要があります。

●基本目標１の主要施策は全体で１２施策あり、概ね、計画どおりの進捗状況となっています。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

・サービス基盤の整備に向けた地域のネットワークの構築を図り、民生委員・児童委員や関係機関との連携を強化していく必要があります。

資料3



A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

児童発達
支援事業

支援計画書をもとに、日常生活における基本的な動作の
指導、集団生活への適応訓練等の児童発達支援事業を市
内2か所で行っています。また、保育所等訪問支援事業に
ついては、児童発達支援センターで所属する施設を訪問
し、集団生活への適応のための専門的な支援を実施して
います。

保育課
(児童発
達支援セ
ンター)

個別及び集団で、一人一人個別支援計画書を作成し児童
発達支援を行っている。また、保育所等訪問支援事業、
相談支援事業等も行い、支援の拡大に努めている。

Ａ

当該施策を必要とする児童がいることから、今後も継続
する必要がある。

○

2

教育内容
の充実

個々の障がいに応じた教育内容・方法の工夫や教材等の
整備・充実を図り、きめ細かな教育を推進しています。

学校教育
課

市内全小・中学校に知的学級、自閉・情緒学級を設置し
た。
特別支援学級に在籍する児童生徒に、特別の教育課程を
編成し、教育的ニーズに応じ個別の指導内容を明確にし
て日々の学習指導や支援を行った。

Ａ

保護者の思いや児童生徒の教育的ニーズを的確に把握
し、保護者との合意形成に基づきながら、教育内容や指
導方法の充実を図っていく。 ○

4

親子教室 心身の発達に遅れや心配のある児童やその保護者を対象
とし、親子で楽しく遊びながら児童の成長を支援するこ
とに、取り組んでいます。

保育課
(児童発
達支援セ
ンター)

幼稚園や保育所に入園前のお子さんを対象とした教室
（２クラス）を月２回、年少児～年長児を対象とした教
室（３クラス）を月１回実施。 Ａ

当該施策を必要とする児童、保護者がいることから、今
後も継続する必要がある。

○

5

相談指導
体制の充
実

児童発達支援センターの職員が保育所・幼稚園を訪問
し、その施設に通っている児童を対象に、一学期に一回
程度、保育への相談支援を行っています。また、集団生
活に適応するための支援を実施しています。

保育課
(児童発
達支援セ
ンター)

児童発達支援センター職員が必要に応じて保育所等の巡
回相談を行っている。

Ａ

児童発達支援センターにおける相談支援事業の一環とし
て、巡回相談の充実に努める。

○

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

就学支援
の充実

障がいのある児童・生徒が、その障がいの種類や程度に
応じて、適切な教育を受けるために、必要な情報を提供
できるよう就学支援委員会の充実に努めています。

学校教育
課

校内就学支援委員会では、児童生徒の実態を十分に把握
し、個に応じた教育が行われるよう相談体制の充実を
図った。また、北本市就学支援委員会では、各学校から
の情報をもとに、児童生徒の適応の様子を観察したり、
保護者との面談を行ったり、一人ひとりに応じた就学に
関する情報の提供に向け努めた。

Ｂ

就学支援委員会では、年度ごとに各学校から新たに選出
される委員もいるため、第１回の任命直後に専門委員に
対して、就学支援の目的や内容、就学相談の仕方等につ
いて研修を深める。共通理解のもと適切な就学支援が行
われるよう努めていく。 ○

障がい福
祉課

サポート手帳の交付やサービスの相談時等に窓口で配布
している。 Ｂ

関係各課と連携し、配布や記載をしていく

○

子育て支
援課

子育て支援課の窓口で配布している。

Ｂ

関係各課と連携し、配布

○

学校教育
課

サポート手帳の交付に関する相談や活用に関する相談に
対応した。 Ｂ

関係各課と連携し、配付や記載に関する相談に対応して
いく。 ○

健康づく
り課

必要時希望者への配布

Ｂ

計画どおり事業を実施する。

○

2

特別支援
教育の推
進

障がいのある児童・生徒の自立や社会参加に向けて、一
人ひとりの教育的ニーズを把握し、持てる力を高めるた
めの個別の指導計画・支援計画を立案しています。そし
て、生活や学習上の困難を改善または克服するための適
切な教育の推進に努めています。

学校教育
課

個別の支援計画は、特別支援学級及び通級指導教室に通
う全ての児童生徒について作成されており、保護者との
合意形成のもと自立に向け、支援や指導に活用してい
る。 Ｂ

特別支援学級に通う児童生徒、通級指導教室に通う児童
生徒のみならず、各学校における気になる児童生徒につ
いても、個別の支援計画や指導計画を作成することを促
し、指導や支援に生かしていく。 ○

3

特別支援
教育支援
員の配置

特別支援学級でのきめ細かな指導支援の充実をめざし、
担任の指導補助を行い、児童・生徒の生活面や学習面の
支援など個に応じた支援を行う支援員を配置していま
す。また、通級指導教室設置校において、担任の指導補
助を行い、個に応じた支援を行う支援員を配置していま
す。

学校教育
課

支援員を２２名配置し、個に応じた指導・支援の充実を
図った。内訳は、中丸小２名、石戸小１名、南小２名、
栄小２名、北小３名、西小２名、東小３名、中丸東小１
名、北本中２名、東中２名、西中１名、宮内中１名。 Ｂ

特別支援学級に在籍する児童生徒や通級指導教室に通学
する児童生徒へのきめ細やかな指導と支援のために、今
後も支援体制の充実に努めていく。

○

3

交流教育
等の充実

人間尊重の精神を育て、心豊かで思いやりのある児童・
生徒を育成するため、特別支援学校との支援籍交流や特
別支援学級と通常学級との交流を推進しています。ま
た、特別支援教育コーディネーターを核に、地域とも連
携して、学校内や居住地域での交流の充実に努めていま
す。

学校教育
課

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より、特別支
援学校との支援籍交流が中止もしくは間接的な交流への
変更となった。
また、特別支援教育に関する各研修も中止もしくは机上
研修へと変更になった。
市内各小・中学校内では、特別支援学級と通常学級との
交流を行った。

Ｂ

支援学校、支援学級、通常学級の交流を深め、ノーマラ
イゼーションの精神を育み、インクルーシブ教育の充実
を図っていく。

○

5

相談指導
体制の充
実

児童発達支援センターの職員が保育所・幼稚園を訪問
し、その施設に通っている児童を対象に、一学期に一回
程度、保育への相談支援を行っています。また、集団生
活に適応するための支援を実施しています。

学校教育
課

児童発達支援センターで、年長児童の保護者を対象に就
学に向けての説明会や就学先の学校見学会を実施した。
指導主事や就学支援委員が幼稚園、保育園、保育所へ出
向いて幼児観察を行い、保護者と就学相談を実施した。

Ｂ

今後も、児童発達支援センターからの要請に対して、指
導主事が伺い就学をひかえた保護者を中心に説明会を
行っていく。
保育所や保育園、幼稚園に出向いての幼児観察や就学相
談を適宜行っていく。 ○

C:計画より遅れている 、D:当初計画から変更、E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：５件

B:概ね計画どおり：７件

C:計画より遅れている、D:当初計画から変更、E:事業終了：０件

 

●今後の方向性について

●基本目標２の主要施策は全体で１２施策あり、概ね、計画どおりの進捗状況となっています。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

・医療的ケアを要する障がい児とその家族の個々の状況に応じた支援の充実が求められています。

・共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システムの構築を推進していくことが求められています。障がいのある児童・生徒一人一人の

教育的ニーズを把握し、適切や指導や必要な支援を行う特別支援教育の充実を図ることが重要です。

・障がいや障がい児に対する理解と認識を一層深めるための研修の実施など、教職員等の質の向上を図っていく必要があります。

・早期に障がいを発見し専門的療育を受けることや、保護者への早期支援・相談支援体制の充実が重要です。

・乳幼児期から学齢期まで切れ目ない支援体制を構築していくため、保健・医療・福祉、教育等の関係分野の連携を強化していく必要がありま

す。

基本目標２　地域で自立した生活を送るための育ちや学びを実現する基盤づくり

該当事業なし

2

乳幼児期
から成人
期に至る
までの一
貫した支
援のため
のツール
の活用

埼玉県では、乳幼児期から成人期に至るまで一貫した支
援のために「サポート手帳」を作成しており、本市にお
いても、主に発達障がいがあったり、発達が気がかり
だったりする子どもをお持ちの保護者のうち、希望者に
配布しています。



A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

2

障がい者
就労支援
センター
の運営

雇用の相談から就労、職場定着まできめ細かい支援を行
う障がい者就労支援センター事業を開設し、障がい者へ
の支援を実施しています。

障がい福
祉課

支援職員2名体制により実施。
令和２年度末現在　登録者153人　就労者78人

Ａ

就労定着支援は継続しながらも、職場実習や就職先を開
拓していく。

○

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

事業主へ
の啓発活
動の推進

リーフレットの掲出及びホームページによる情報提供を
しています。

障がい福
祉課

チラシやホームページへの掲出、市就労支援センターを
通じての情報提供等を実施 Ｂ

障害者の雇用を確保するため、法定雇用率の遵守等を事
業者へ働きかけていく。 ○

3
就労移行
支援事業

就労を希望する障がい者に、就労に必要な知識及び能力
の向上のための必要な訓練を実施しています。

障がい福
祉課

令和２年度　利用実人数(月間計)
就労移行支援291人 Ｂ

事業者と連携を図り、障がい者の就労等を支援してい
く。 ○

4

職業相談
機能の充
実

公共職業安定所（ハローワーク）や埼玉障害者職業セン
ター等の関係機関との連携により、市における障がい者
雇用に関する相談等を実施しています。

障がい福
祉課

ハローワークや埼玉障害者職業センター等の関係機関と
連携し、障がい者雇用に関する相談等を実施していま
す。
令和２年度　相談件数420件

Ｂ

ハローワーク、就労移行事業者等と連携を図り、障がい
者を支援していく。

○

5

障害者就
労施設等
からの物
品等の調
達

「障害者就労施設等からの物品等の調達方針」を策定
し、就労施設等が提供する物品・サービスの積極的な購
入を行っています。

障がい福
祉課

「障害者就労施設等からの物品等の調達方針」を策定
し、物品の調達を行っている。
令和２年度
調達目標額　650,000円
調達実績額　571,450円

Ｂ

方針に基づき、積極的な購入を促していく。

○

C:計画より遅れている

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

事業主へ
の啓発活
動の推進

リーフレットの掲出及びホームページによる情報提供を
しています。

産業観光
課

障がい者雇用に特化した啓発活動はなかった。

Ｃ

国の制度や県等と連携した啓発を行う。
市ホームページに県関連ページ（埼玉県障がい者雇用総
合サポートセンター）のリンクを掲載する。 ○

1

障害者雇
用率の向
上

障がい者の雇用を充実するため、事業者への啓発及び情
報提供を実施しています。

産業観光
課

障がい者雇用に特化した事業者向け啓発・情報提供はな
かった。

Ｃ

国の制度や県等と連携した啓発を行う。
産業振興ビジョンに基づく事業者訪問の際に、障がい者
雇用に関する啓発・情報提供を行う。 ○

1

市職員の
雇用の推
進

障害者雇用率について法定雇用率よりも高い水準で、市
が率先して障がいのある人を雇用しています。

総務課 障害者雇用率については、国で定める法定雇用率
（2.6％）を下回ったため、障がい者を対象（身体障がい
者、知的障がい者、精神障がい者）とする任期付短時間
勤務職員採用試験を実施し、１名の採用に至った。 Ｃ

引き続き、国の定める障害者雇用率の水準を満たせるよ
うに、積極的な雇用に努める。
職域拡大についても、より多様な部署での配置をするよ
う努める。 ○

1

市及び関
係機関で
の職場実
習の受け
入れ

職場実習の場を拡大するために、市及びあすなろ学園、
ふれあいの家などにおいて、特別支援学校生徒等の受け
入れています。

総務課
障がい福
祉課

令和２年度受入実績なし。

Ｃ

特別支援学校等から実習の相談があった場合は可能な限
り受入を検討する。

○

D:当初計画から変更、E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：１件

B:概ね計画どおり：５件

C:計画より遅れている：４件

D:当初計画から変更、E:事業終了：０件

 

●今後の方向性について

●基本目標２の主要施策は全体で１０施策あり、計画より遅れいている施策が４件あります。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

・市職員の雇用の推進については、国で定める法定雇用率を最低限達成できよう取り組んでいく必要があります。

・就労支援センターにおける登録者数と就労者数はともに増加傾向にあります。今後もハローワークや就労移行支援事業所と連携し、障がい者

の就労支援を充実させていく必要があります。

・事業主への啓発活動の推進については、障がい福祉課と関係課である産業観光課において取り組んでいる。障がい福祉課に設置している就労

支援センターにおいても、障害者雇用への企業支援を行っていますが、関係課においては、C評価となっているため、今後は情報共有や連携を

図り、事業主へのアプローチを多角的に行えるよう取り組んでいく必要があります。

基本目標３　働くを実現するための基盤づくり

該当事業なし

・職場実習の受入について、特別支援学校等の情報共有や関係機関との連携を図る必要があります。

・障害者雇用率の向上についても、障がい福祉課と関係課である産業観光課で情報共有や連携を図り、事業主へのアプローチを多角的に行える

よう取り組んでいく必要があります。



A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

2

各世代に
あわせた
健康相談
の実施

関係機関の協力を得ながら、乳幼児から成人に至るま
で、各年代に応じ、心身の健康に関する相談を受けられ
る体制を整備しています。

健康づく
り課

・子育て世代包括支援センターでの産前産後相談（母子
保健コーディネーター、保健師、栄養士、助産師）
・９か月児育児相談（保健師、栄養士）
・乳幼児育児相談（保健師、栄養士)
・成人健康相談（保健師、栄養士、随時）
・こころの相談（精神科医）
・暮らしとこころの総合相談会（弁護士、司法書士、精
神保健福祉士等）

Ａ

計画どおり事業を実施する。

○

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

消費生活
相談の充
実

消費生活相談員がさまざまな問題に対処できるよう研修
の機会を設けて、公民館等での講座の実施や、広報・
ホームページで情報の提供等、消費者被害防止に努めて
います。

市民課 月曜日から金曜日に、専門の相談員による対面による消
費生活相談を実施しています。
また、直通電話を設け、電話による相談にも応じていま
す（土日祝日においては消費者ホットライン☎１８８
（短縮ダイヤル）を活用）。
消費者被害の未然防止を図るため、広報やホームページ
を利用して消費者情報を提供しています。

Ｂ

消費生活相談を充実させるために、消費生活相談員の研
修の機会を設けていきます。また、消費者被害の未然防
止を図るため、広報・ホームページを利用し、社会情勢
に合わせた事例を加えるなど、工夫して情報提供を行っ
ていきます。

○

2

介護給付
(居宅介
護・重度
訪問介
護・同行
援護・行
動援護・
重度障害
者等包括
支援)

居宅の障がい者に対し、居宅介護等の介護給付を支給
し、各種支援を実施しています。

障がい福
祉課

令和２年度　利用実人数(月間計)
居宅介護　847人
重度訪問介護　81人
行動援護　251人
同行援護　125人

Ｂ

提供体制の確保と適正な支給決定を図る。

○

3

道路等交
通環境の
整備

障がいのある人が安心して利用できる歩行空間をつくる
ため、歩道の整備や段差解消、視覚障がい者誘導ブロッ
クの設置等を計画的に進めています。また、あわせて路
上の障害物の除去について、市民意識の啓発を推進して
います。

建設課 ・歩道整備は現在中央通線（市道13号線）において進め
ているが、他の箇所については用地取得(地権者協力)、
事業費確保が課題であり十分な進捗が得られていない。
・段差解消は、部分解消のほか、老朽化に伴う修繕に合
わせて実施。
・視覚障害者誘導用ブロックは、既設ブロックの維持管
理を行っており、令和3年度以降、中央通線の歩道整備に
合わせて新規に設置する。
・道路上の看板等の撤去を定期的に実施。

Ｂ

・歩道の整備や段差解消について、引き続き取り組む。

○

4

地域ぐる
みの協力
体制の確
立

障がいのある人等、災害時の避難行動要支援者の円滑な
避難誘導・救助に向けて、自主防災組織設立を推進する
ための説明会を実施しています。また、避難行動要支援
者名簿を更新し、申請のある自治会や自主防災組織に提
供し、地域ぐるみの協力体制の確立に取り組んでいま
す。

くらし安
全課

自主防災組織の設立に向けた相談や出前講座を実施し、
組織率は65団体の約67％に達した。また、避難行動要支
援者名簿を作成し提供したことにより、地域での見守り
や協力体制の確立に努めている。

Ｂ

自主防災組織の組織率向上を目指し、自治会には引続き
説明会や出前講座を実施し組織化の理解を深め拡大を図
る。

○

5

避難所で
の医薬
品・補装
具・日常
生活用具
等の確保

障がいのある人等の避難先での生活の確保に向けて、障
がいの状況、必要に応じた医薬品・補装具・日常生活用
具等の確保のために、民間企業等との協力体制の整備に
努めています。

くらし安
全課

広域避難所の防災倉庫や拠点防災倉庫内に非常食や資機
材等の備蓄整備を進めている。
また、災害時には、福祉団体や関係団体と福祉避難所と
して利用可能な防災協定を締結しており、人的協力、資
機材、医薬品等の相互利用ができる協力体制を整備。

Ｂ

必要に応じた医薬品・補装具・日常生活用具等の確保の
ために、福祉関係団体や民間企業等との間で防災協定を
拡充する必要がある。

○

5
福祉避難
所の開設

大規模災害時に特別な配慮が必要となる障がい者や要支
援者のための福祉避難所設置に向けて市内の福祉施設と
の更なる協定締結に努めています。

くらし安
全課

福祉施設との協定を含め、現在6箇所の福祉避難所を有し
ているが、更なる協定締結に努めている。 Ｂ

福祉避難所に備えるべきとされている物資・器材等の備
蓄や調達の体制について検討する必要がある。 ○

C:計画より遅れている

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

2

共同生活
援助（グ
ループ
ホーム）
の設置

市内には１か所のグループホームがあります。共同生活
を行う住居において、相談、食事等の日常生活上の世話
を提供しています。

障がい福
祉課

現在、共同生活援助を提供できる事業者は市内に1箇所
（定員9人）
新規設置事業所に対し補助金制度を創設し、誘致を進め
ている。 Ｃ

障がい者が地域で自立した生活を送ることができる場を
確保するため事業所に施設設置を働きかけていく。
令和２年度に補助制度の利用はなかったが、継続してい
く。 ◎

D:当初計画から変更、E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：１件

B:概ね計画どおり：４８件

C:計画より遅れている：１件

D:当初計画から変更、E:事業終了：０件

 

●今後の方向性について

・障がい者グループホームは、アンケート調査からもニーズがあり、地域移行を支援するためにも必要なサービスであるため、引き続き事業所

の誘致に取り組む必要があります。

●基本目標２の主要施策は全体で５０施策あり、計画より遅れいている施策が１件あります。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

・道路等の交通環境の整備には取り組んでいるところですが、引き続きバリアフリー化を進めていくとともに、路上の障害物の除去について

は、関係課と連携を図りながら、啓発を行っていく必要があります。

・災害発生時の対応として、必要に応じた医薬品・補装具・日常生活用具等の確保や福祉関係団体や民間企業等との間で防災協定を拡充、福祉

避難所に備えるべきとされている物資・器材等の備蓄や調達の体制が課題としてあるため、避難所等での生活支援体制の確立に取り組んでいく

必要があります。

該当事業なし

基本目標４　暮らしを支える基盤づくり



A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

1

中央図書
館におけ
る対面朗
読・録音
図書の貸
し出し

中央図書館において、対面朗読を行うほか、録音図書や
大活字本を充実させ、視覚障がいのある利用者等の利便
性の向上を図っています。

生涯学習
課

録音図書の作成、大活字本の購入を行った。

Ｂ

引き続き、録音図書サービスの拡充、周知に努める。

○

1

障がい者
のスポー
ツ活動へ
の意識の
醸成

埼玉県が実施する「彩の国ふれあいピック」にあすなろ
学園の利用者等が参加しています。

障がい福
祉課

埼玉県が実施する「彩の国ふれあいピック」の参加案内
を広報・周知し、障がい者の参加を促している。

Ｂ

参加者増を図るため障害者団体や事業所に働きかけてい
く。

○

2

文化・レ
クリエー
ション活
動の促進

障がいのある人の自主的な文化・レクリエーション活動
への支援に努めるとともに、市民向けの諸行事への参加
を促進しています。

生涯学習
課

障がいのある人を対象として西部公民館では「西部ふれ
あい学級」、北部公民館では「ふれあい学級」を実施し
ており、スポーツやダンスなどを行った。 Ｂ

公民館等を活用して、障がいのある人への文化・レクリ
エーション事業への参加を支援する。

○

3

障害者ス
ポーツの
振興

2020東京オリンピック・パラリンピック開催に合わせ、
障害者スポーツのＰＲと普及推進に努めるとともに、障
害者スポーツ指導者の育成・確保について競技団体等と
連携しながら検討を進めています。

生涯学習
課

スポーツフェスティバルにおいて、パラリンピックの大
会種目でもあるボッチャを開催し、障害者スポーツのPR
や普及推進に努めた。 Ｂ

引き続き、障がい者スポーツのPRや普及推進に努めると
ともに、ニュースポーツ教室等を通じて、障がい者の参
加機会を創出する。 ○

C:計画より遅れている

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

今般の新型コロナウイルス感染症拡大防止・予防の観点
から、展示を一旦中止している状況。 Ｃ

新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら、引き続き
展示を通じた周知に努める。 ○

（参考：令和元年度評価）
総合福祉センターの見学に訪れる市民向けの福祉用具展
示を実施中。

Ｂ
ユニバーサルデザインの普及を含め、センター見学者向
けの展示を継続する。 ○

D:当初計画から変更、E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：０件

B:概ね計画どおり：４件

C:計画より遅れている：１件

D:当初計画から変更、E:事業終了：０件

 

●今後の方向性について

1

人にやさ
しい機
器・サー
ビスの周
知の推進

総合福祉センターで福祉用具の展示を実施し、身体的な
特性や障がいにかかわりなく、より多くの人々が利用し
やすい製品・施設・サービスの普及・啓発に努めていま
す。

福祉課
（総合福
祉セン
ター）

基本目標５　自分らしさを実現するための基盤づくり

・障害者による文化芸術活動の推進に関する法律目的、基本理念を踏まえ、地域における障がい者等の作品の発表の確保や交流の促進を図って

いく必要があります。

・読書バリアフリー法の目的、基本理念を踏まえ、視覚障害者等が利用しやすいデイジー図書等の電子書籍の普及を図るとともに、拡大図書等

の書籍の更なる読書環境の整備や充実を図っていく必要があります。

●基本目標２の主要施策は全体で５施策あり、概ね、計画どおりの進捗状況となっています。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

該当事業なし

該当事業なし

・障がい者スポーツの普及に努めるとともに、指導者の育成や確保について、引き続き取り組んでいく必要があります。



A:計画を上回って実施 

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

3

彩の国ボ
ランティ
ア体験プ
ログラム
ボラン
ティア体
験出前講
座
福祉の心
を育む事
業

支部社協、ボランティア、福祉団体と連携し、小中学校
等における福祉教育の支援に取り組んでいます。
学校と福祉施設との交流や福祉体験を通じて、児童や生
徒に対する福祉教育の支援を推進しています。

社会福祉
協議会

〇彩の国ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ体験学習
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止のため、活動期間を5月～2月ま
でとし、新しい生活様式に合わせたﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動13メ
ニューを実施し、延べ167人の参加。例年よりもﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
の人数が増加。　　　　　　　　　　　　　　〇ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
体験出前講座
市内の小中学校を対象にｱｲﾏｽｸ体験1回、車いす体験1回、
高齢者疑似体験1回、ﾎﾞｯﾁｬ体験1回、ｻｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙﾃﾆｽ体験3
回の延べ9回を実施。他に盲導犬講話や点字、福祉図書ﾃﾞ
ﾘﾊﾞﾘｰなどの貸出しも実施。
〇福祉の心を育む交流事業
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止のため、ほぼ中止。1箇所のみ
実施。

Ａ

〇彩の国ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ体験学習については、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染
拡大を防止を踏まえて活動できるものを創出する。
〇ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ体験講座については、市内の各学校の方針を踏
まえ、コロナ禍であっても活動できる体験講座の実施を
検討する。　　　　　　　　　　　　〇福祉の心を育む
交流事業については、市内小中学校と地域福祉をつな
ぎ、双方の交流活動を推進するため、継続的な支援を行
う。

○

B:概ね計画どおり

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

市長公室 広報にユニバーサルデザインに対応した「UDフォント」
を導入し、ホームページはアクセシビリティチェックを
かけた上で公開している。

Ｂ

引き続き、広報紙、ホームページをユニバーサルデザイ
ンの視点から誰もが見やすくなるよう努める。

○

障がい福
祉課

障がいにより、症状や必要な対応、サービスが異なるた
め、ガイドブックやホームページ等を活用し、理解促進
を図っている。

Ｂ
今後も障がい・障がいのある人への理解の促進を図って
いく。 ○

2

人権教育
の推進

人権啓発資料「ふれあい」、北本市人権教育推進委員会
広報「けやき」の発行を通して、全ての差別の解消を促
進し、人権教育・啓発事業の充実に努めています。

生涯学習
課

人権啓発資料『ふれあい』、北本市人権教育推進委員会
広報誌『けやき』を発行した。生涯学習課が開催した生
涯学習人権講座の紹介や福祉の心を育成するための親し
みやすい話を掲載するなどして、障がい者差別を含む全
ての差別解消を目指して、人権教育・啓発事業の充実を
図ることができた。

Ｂ

障がい者差別を含む、全ての差別解消を目指して、人権
啓発資料『ふれあい』、北本市人権教育推進委員会広報
『けやき』を通じて、人権教育・啓発活動の一層の充実
を図っていく。 ○

3

ボラン
ティア・
福祉教育
の推進

児童・生徒の発達段階をふまえた、福祉の心を育てる教
育の充実に努めています。そして、関係機関等との連携
を深め、福祉やボランティアに関する体験的な活動の充
実に努めています。

学校教育
課

市内小中学校の総合的な学習の時間等において福祉体験
を実施。車椅子・点字・アイマスク・盲導犬講話等、福
祉に関する体験活動を地域の福祉施設などと連携を図り
ながら実施した。
また、地域とのつながりを大切にし、障がいの正しい理
解と福祉の心を育む取組を実施した。

Ｂ

今後も、総合的な学習の時間等における福祉体験におい
て、社会福祉協議会に協力を依頼し、福祉体験を実施し
ていく。また、地域とのつながりを大切にし、障がいの
正しい理解と福祉の心を育めるようを継続して取り組
む。

○

4

ボラン
ティアの
普及・育
成

各種ボランティア養成講座について、ニーズ把握に努め
内容の充実を図るとともに、参加促進のため、社協だよ
り（広報紙）により周知を行います。講座修了者が実際
のボランティア活動へ参加しやすくなるよう、フォロー
アップに努めています。

社会福祉
協議会

子ども食堂担い手養成講座、ｼﾆｱ向けLINE講座、ｵﾝﾗｲﾝを
利用してｼﾞｭﾆｱ災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを実施。また、ｺﾛﾅ禍のため、
手作りﾏｽｸやおすそわけﾏｽｸﾊﾞﾝｸﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等を実施した。

Ｂ

ｺﾛﾅ禍により、生活困窮者が増加傾向にあるため、こども
食堂など居場所を創出する。また、災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成講座
の実施および立ち上げ訓練を実施する。

○

C:計画より遅れている

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

D:当初計画から変更

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止の観点から中止とした。

Ｄ

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染の状況により検討する。

○

（参考：令和元年度評価）
9月8日(日)に実施。障害者団体をはじめ、自治会、ボラ
ンティア、福祉団体、地元企業などと連携し、市民参加
の福祉イベントを実施。来場者数1058名。

Ｂ

子どもからお年寄りまで幅広い世代に参加してもらえる
ように新しい企画を取り入れたい。企業、福祉事業所、
学生ボランティアなどを取り入れ地域参加型のイベント
として充実を図りたい。

○

E:事業終了

個別目標 主要施策名 施策の内容 担当課 実施状況
進捗
評価

今後の方向性 方向性

<進捗状況の結果から>

A:計画を上回って実施  ：１件

B:概ね計画どおり：４件

C:計画より遅れている：０件

D:当初計画から変更：１件

E:事業終了：０件

●今後の方向性について

・障がいや障がいがある人への理解を広めていくためには、関係各課や関係機関と連携し、多様な方法により啓発活動を行っていく必要があり

ます。

・障がいのある人が地域で生活を営むためには、地域の方の障がいや障がいのある人への理解と協力・支援は必要不可欠であるため、今後も正

しい認識や情報の普及啓発を進めてく必要があります。

●基本目標６の主要施策は全体で６施策あり、概ね、計画どおりの進捗状況となっています。進捗状況の内訳は以下のとおりです。

1

きたもと
福祉まつ
りの充実

毎年９月第２日曜日を「福祉の日」と定め、総合福祉セ
ンターにおいて、きたもと福祉まつりを実施していま
す。関係機関と連携を図り催事内容を充実させるととも
に、障がいのあるなしにかかわらず多くの市民が参加
し、ふれあう機会となるよう、参加の呼びかけを積極的
に進めています。

社会福祉
協議会

該当事業なし

該当事業なし

基本目標６　障がいの理解と市民との協働を実現するための基盤づくり

他市町村の広報紙、ホームページを参考に、ユニバーサ
ルデザインの視点を取り入れられるよう努めています。
また、障がい・障がい者への理解の促進を図るために、
ホームページ、パンフレットなどにより周知を行ってい
ます。関係団体の活動の周知も併せて実施しています。

啓発・広
報活動の
充実

2


